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ASEAN諸国における自由権的基本権の保障
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むすびにかえて

はじめに

本稿は， ASEAN各国（ブルネイを除く）におけ

る基本的人権保障のありようについて日本法，実

定国際人権法等との比較を通じて検討を加え，併

わせてASEAN地域における基本的人権の地域的

・集団的保障の必要性・可能性を探ろうとするも

のである。

いうまでもなく今日では， 「基本的人権」は「人

類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であっ

て」（日本国憲法第97条）， 「人類社会のすべての構

成員」（世界人権宜言前文，国際人権規約前文）に対

し等しく認められるべきものであるということが

承認されている。ある人間に対する基本的人権の

承認は，その人間を人間として，個人として，諄

重することを意味するものであり，その否定は，

人間性の否定として，また個人の尊厳を侵すもの

として厳に排除されなければならないのである。

基本的人権は，人類にとっていわば自然権ともい

うべきものであり，普逼的かつ国家以前の不可侵

の権利なのである（注 1)。

基本的人権をこのように理解することには大方

の同意を得られるであろうが， しかし次のことを

忘れてはならない。すなわち，こうした基本権概

念が生成•発展してきたのは，近代市民革命によ

って封建支配体制が打ち破られ自由な市民階級が

誕生するに至った18世紀から19世紀にかけての西

欧そして北アメリカにおいてであり，そうした意

味において，この基本権概念は「自然権的・自然

法的・超歴史的な表現によって示されてはいるが

•••••歴史的性格をもつもの」(it2)なのであり（注 3) ，

個人主義思想そして自由主義国家観にその源を発

するのである（注4)。それゆえ，これらの地域以外

の地域においても，この基本権概念が当然に妥当

すべきであると即断することは適当でない面があ

る。ある理念について，それが生成•発展した場

所と社会的・文化的・歴史的背景を共有する場所

にはその妥当性が相当高度に認められようが，そ

れを共有しない場所への妥当性については慎重な

検討が要求されるのである（注5)。そして本稿の主

題として取上げようとするASEAN諸国は，その

背景を欧米とは共有しないのである。しかし人権

という，人間存在にのみもとづいて成立する法概

念は，そうした要求を無視はしないまでも排除す

ることを強く求めるものであるというべきであろ

゜
;？ 

ところで，ーロに基本的人権と呼ばれる権利に

も今日では多種多様なものが存するのであり，そ

れらはおおむね自由権的基本権と社会権的基本権
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の二つに大別され得る。これらの権利としての性

格は大きく異なり，また多様な基本的人権のすべ

てを取上げることは与えられた紙輻の関係からも

困難である。そこで本稿においては袖行について

政治的表現の I’1由を中心として考察することとし

たい。なぜなら，屈本権概念の発展の歴史

るなら，まず自由権的基本権について検討するこ

とが順序であると られるし，代表民主制社会

において表現の自由は最重要な某本的人権の一つ

であるとされるからである直6)。

Cit 1) ．一 0') ように ;-,1, べると，社会権的),~本 i枷')II.

成・展開を無視するものであるかのように感じさせる

かもしオしなし、カヽ， 決してそう＼・ヽ·〗 j) | ｝てはなし、 0

(U: 2) iい恥I)『|1本因恋法概，；見』 （仝，，［第 :1I収）

学開・芥厨 1985年 35~36ペーン。

（社， 3) シャ，・ク・マリクン；t' フ｝ンス，l'9.命やア

メリカ合衆国独立、直言における人権思想を「IIか間的・

空間的に限定・¥’れたわい」 I:しヽう。斎藤恵だ『世界人

権宜言と現f¥;』 fi信堂 1981年 3 ~ 4ペ・ 9 /’, 11へ
＂シ注(3), 、1f•^14）わよびそ、一にリ I Jll V'.)文献参照。

(il, 4) ＇糾沢俊義『憲法 1I』 （法柑学仝fl:4) h見

閣 1974年 3ぺ..シ参照。

（注 5) 叶1JII剛『慰法を読む』，溝談社 1985年 17 

~20, 90~108ペーン参照。

（江 6) 拙秘「表現の自由規制法令の合憲性審介基

料」(『K神社；学論船』第27在第 2号 1984斗3)］） 66 

~67, 68~69ペーン社(4)引用文献参照。

l 各国における人権状況

1. 憲法典による人権保障

「権利の保障が確保されず，権力の分立が規定

されないすべての社会は，憲法をもつものでな

い」（注 1)とフランスの「人および市民の権利宜五」

第16条はいう。確かにこれはー・ベつの価値観にもと

づいて作られたものであり，その限りにおいて先

に述べたように歴史的性格を有するものである。

ASEAN諸国にわける l:1由権的辰本権の保仰

しかし今Hでは基本的人権の普遍性は承認されて

いるといってよかろう (it2)。世界各国の憲法典は

例外なく人権保障規定を骰いていることや世界人

権規約をはじめとする各種の実定国際人権法の存

在は，そのことを示す証拠といえよう。また国連

「・・・・・・人種， 性， 言語又は宗教による差別

なくすべての者のために人権及び陥本的自由を尊

る」国際社会を築くことが国連の目的の一つ

であることを明らかにしており（第 1条第 3号），

1948年の第 3回国連総会が， 「すべての人民とす．．．． 
べての国とが達成すべき共通の基準」（前文）とし

ての世昇人権宜芦を採択したことも，今日の国際

社会において人権の普遍性が承認されていること

を示すものといえよう。

基本的人権の思想の本籍は欧米市民社会にある

が，それは人間存在そのものに許目することによ

って形成され，すべての人間の人格の保障要求とし

て歴史性・地域性を超越したところで承認されて

いるというべきであり，人権保障規定を持たない

憲法は現代憲法とはいえないというべきである。

ASEAN各国においても，種々の基本的人権が

憲法典l::保障されている（注3)。確かにインドネシ

ア憲法のように人権に関係する規定がわずかしか

なく，そこに規定される権利の種類も限られてい

る憲法もあるが（注4)，他の 4カ国の憲法はいずれ

も，自由権的基本権について精神的・身体的・経

済的自由をそれぞれ規定している（注 5)。

本稿で特に取上げようとしている表現の自由に

ついては，各国憲法はそれぞれ以下のように規定

している臼 6)。

フィリピン

「言論若しくは出版の自由…••を蒋ういかなる法律

も制定してはならない」 （第4条第 9節）

「公務上の打項に関して国民の知る権利は認められ

る。公的記録並びに公的行為，処分又は決定に関する

19 
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文書及び杏類に校する機会は，法律により制限される

場合を除いては，国民に与えられる」（第 4条第6節）

マレーシア（シンガポール）（注 7)

「(1)本条第 2項，第 3項，及び第 4項に定めるとこ

ろにより，

(a)すべての市民は言論及び表現のfl由を有する。

（略）

{2) 議会は法律により以下の制限を課すことができ

る。

(a)第 1項(a)に定める権利に対し，議会が，連邦若

しくは連邦の一地域の治安，他国との友好関係，公

序良俗のために，議会若しくは州議会の特権を守る

ために，又は法廷侮辱，名脊毀損若しくは犯罪の煽

動に対処するために，必要又は適当と認めた制限。

（略）」（第10条）

インドネシア

「結社，集会及び言論，出版の化由は法律により定

める」 （第28条）

タイ

「何人も言論，壻作，印刷及び出版の自由を享受す

る。

この自由は，国家の治安維持のため，他人の自由，

名脊若しくは名声を保護するため，公序良俗を維持す

るため，又は国民の精神的・肉体的退廃を防止するた

めに法律により制限を課せられる場合を除くほか制限

されない」 （第34条）

以上のようにすべての国において表現の自由は

憲法上の自由権として認められているのである

が，フィリピンを除いて，この自由は法律の範囲

内のものであることが明定されていることを指摘

しておなければならない（注8)。つまりこれらの国

においては，憲法典上保障された基本的人権とい

えども，議会が法律を制定しさえすれば，合憲的

に当然に制限することが可能なのである。

2 人権保障の実態

前項でみてきたように表現の自由をはじめと

して各種の基本的人権が憲法典lこは保障されてい

る。しかし，このことが，各国国民が現実にそれ

らの権利を享受していることを，当然に意味する

20 

ものでないことはいうまでもなかろう。そこで本

項では，各国においてどの程度権利が現実に確保

されているかということをアメリカ国務省，アム

ネスティ・インターナショナルなどの資料をもと

に検討したい。

まず一般的人権実態については， ASEAN各国

を含めて開発途J：国においては人権保障が十分で

はなく，特に政治的自由に対する制限が厳しいと

いわれる。ガスティルによるとASEAN各国は，

世界各国との相対的比較においておおむね中位に

る(it9)。表現の自由についてもある程度確

保されている。しかしそれを政治的表現の自由に

限ると，以下において明らかにするようにその保

障の程度はかなり低いといわざるを得ないようで

ある（注10)。

そこで次に各国における表現の自由を中心とす

る政治的自由の実情を探ってみることにしたい

（注II)

(1) フィリピン

表現の自由保障規定が，アメリカ合衆国憲法修

正第 1条をモデルとして制定されたことからば12),

表現の自由権の具体的意味内容についても同条に

ついての解釈が大きな影孵を及ぼしていることは

明白である。すなわち，アメリカにおいては，表

現の自由や報道の自由は代表民主制政体の礎石と

して不可欠であり，それなくしては民主主義のシ

ステムは機能しないと芳えられており（注13)，それ

ゆえにこの自由に対する制限は必要やむを得ない

場合に限りしかも必要最小限度のものでなければ

ならないと菩えられているのであるが（注14)，こう

した考え方は相当程度フィリピンにおいても受け

入れられているのである。たとえばF.Q.アン

トニオ最高裁判所判事は，表現の自由と民主制

の関係についてのアメリカの古典ともいうべきマ
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イクルジョンの著作を引用しつつ， 「主権者とし

ての国民が政治に対し有効にかかわることができ

るためには，国民は政治についての十分な情報と

知識を持っていなければならないlと述べている

（注15)。主たアメ I)}Jの裁判所が発展させてきた

「明白かつ現在の危険のテスト」や「利益衡量テ

スト」などのテストをフィリピンの裁判所も採用

してきていることが指摘されている（注16)。

しかしながら，それではこうした憲法解釈学上

のアメリカ的議論が現実に効果を発揮しているか

というと，それははなはだ疑問である。その理由

は以下のようなものである。第 1に， 1972年から

81年までの戒厳令下において政治的な各種の自由

を厳しく制限した法制が戒厳令解除後も一部が形

を変えて維持されており（注17)，また報道機関がそ

の時期以降事実上政府のコントロール下に骰かれ

てしまっていることである（注18)。第 2に多くの

開発途上国同様，自由に伴う責任ということが場

合によっては自由それ自体を窒息させかねないほ

どに強調される傾向（自由な表現につきものの誤ちを

一切許さないとする傾向）があるからである（注19)。

第 3に戒厳令下等の異常事態にあっては，自由の

制限はおよそ憲法卜の問題とはならないと考えら

れる傾向が顕著であることである(tE20)。さらにこ

うしたことの結果，最初に述べた民主制の確保に

ついての問題を生じさせていることも指摘してお

く必要があろう。すなわち報道機関が事実上政府

に対する粟賛機能を営むこととなり，政策に対す

るチェック機能が麻痺していることである（注21)。

しかし最近では徐々に自由なマスコミとそれに

対する司法的保障が同復する傾向もでてきている

ようである（注22)。

(2) マレーシア

憲法による表現の自由の保障は，行政権に対す

ASEAN諸国における自由権的某本権の保隙

る保障であるにとどまり，立法権に対する保障で

はないとされているうえに（注23)，憲法自身が市民

権，国語，マレ一人の特権およびサルタンの地位

を問題とすることを法律により依止することがで

きるとしている（第10条第4項）（注24)。実際表現の

自由を具体的に制限する法律が存する。

表現の自由一般に対する大きな脅威となってい

るのが国内治安法 (InternalSecurity Act)をはじめ

とする治安維持法令である。国内治安法は共産主．．．．． 
義思想にもとづく，またはもとづくと政府が考え

る表現行為に対する厳しい取締りの根拠となって

いる（注25)。煽動法 (SeditionAct)による規制は政

府政策（特にプミプトラ政策）に対する批判に向け

られることが多い。しかも「政府政策に対する公

正な批判それ自体は違法でも煽動的でもないが，

……用語が燭動的傾向を帯びることのないよう十

分注意しなければならない」とされているため

（汗26)，政府批判に対しては刑事罰を課せられる可

能性が相当に翡く，また治安法は裁判なしの拘禁

をしかも事実上無期限に行なうことを許している

ため，これらの表現の自由に与える畏縮効果は重

大である（注27)。

情報メディアに対する規制は前述の治安維持関

係法令によるほか印刷機器法(PrintingPresses Act 

1948) と輸入出版物等規制法 (Controlof Imported 

Publication Act 1958)の内容を統合・強化した，今

年 1月 1日から施行された印刷機器および出版物

等に関する法律 (PrintingPresses and Publications 

Act 1984)によって行なわれている。すなわち印刷

機器の所持•利用についての免許制（第 3 条）と情

報伝達物（印刷物・レコード・テープ等をいう）の印

刷・輸入•発行・頒布・販売についての許可制

（第 6 条）一~しかもこれらの免許・許可は内務大

臣の自由裁量に委ねられている一―ーを中心とする

2I 
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システムによって情報メディアは完全に政府のコ

ントロールの下におかれている（注28)。

(3) シンガポール

先にみたように，シンガボール憲法の表現の自

由保障規定はマレーシア憲法のそれと共通するた

め，マレーシアにおける表現の自由についての解

釈との間で相互に影響しあっている。まず憲法に

よる表現の自由の保障は，行政権に対する保障で

あるとされており，表現の自由を制限する法令が

制定されている。その中心となるのは，マレーシ

ア同様，国内治安法 (InternalSecurity Act)等の治

安維持法令である。

国内治安法の運用の実態は，共産主義運動のみ

ならず，およそ反政府運動をすべて破壊的活動と

して取締るというはなはだしい拡大適用の状況に

ある。そのうえ公共の場所での 5人以上の集会は

警察の許可を受けなければならず， 10人以上の団

体は政府に登録をしなければならないとされてい

るためシンガボールにおいては政治的表現行為は

完全に政府の管理下におかれているといえよう。

実際，反政府運動への単なる同調者のみならずジ

ャーナリストまでが予防拘禁を受けることもまれ

ではない。しかもその拘禁は裁判なしに恵実上無

期限に行ない得るのである（注29)。

印刷メディアについては新聞および印刷機器法

(Newspaper and Printing Press Act)によって免許

制度が採られており放送メディアは国営である。

こうしたことの結果，シンガポールにおいては

政府政策批判は非常に困難であり，ひいては民主

主義の基礎である公正な選挙さえも困難にしてい

るといえよう。

(4) インドネシア

表現の自由の内容は法律により具体化されるこ

とになっており，実際表現の自由は各種の法令に

22 

より規制を課せられている。たとえば「自由かつ

責任ある出版」という出版の国家的社会的責任を

強調する「出版法」の存在は（注30)存立基盤の確立

が不十分な印刷メディアに対して過度の規制効果

を発揮している。新聞の発行免許制度は，免許更

新の拒絶という大きな圧力を新聞にかけており，

実際に発行停止や免許取消しといったこともこれ

までに少なからず行なわれてきている。こうした

システムは選挙の行なわれる時期に，反政府系の

言論を弾圧するために効果的に用いられている

（注31)。また治安維持法令による表現行為の取締り

も厳しく行なわれている（注32)。

一方，こうした国内における表現行為に対する

規制のみならず，外国との情報流通に対する厳し

い規制も行なわれている。すなわち輸入貨物に対

する検閲を通じて，反政府的，共産主義的表現物

のみならず政府にとって都合の悪い物件の輸入を

禁止し，または一部削除を行なっている（注33)。さ

らにそうした情報が国外流出すること自体を妨げ

るため，外国報道機関関係者に対するビザの発給

および更新の拒否，国外退去処分が行なわれるこ

ともまれではない（注34)。

(5) タイ

表現の自由は，政府批判を完全に禁圧するほど

には制限されていない。しかし王制批判や共産主

義思想の唱導は厳しく禁止されており，反政府的

であるということだけでも取締りの対象とされて

いる。ときには，政府行政機関の不法行為に関す

る報道さえも新聞の発行停止理由とされている

（注35)

新聞は，出版法等による発刊停止や編集者の免

許取消をおそれ，国防治安関係等の記事の掲載に

過敏になっている（注36)。

出版物についても，国防治安理由で，発禁処分
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や販売停止，さらには所持の禁止までもが行なわ

れている。その数は1977年から80年までの 3年間

だけでも300点にのぼるといわれる Clt37)。

以上のように，表現の自由に対する規制には厳

しいものがあるが， それ以上に問題としなけれ

ばならないのは，自由保障の根拠となる憲法自体

が，度重なる軍事クーデターによって，たびたび

停止または廃止されてきていることである（汀38)。

通常の法秩序がその効力を力によって一切否定さ

れてしまうような異常事態は，そもそも憲法によ

る人権の保障という概念とは両立しがたいもので

あるということを認識しなければならない。

3. 検討

以上みてきたように， ASEAN各国における表

現の自由の保障ははなはだ不十分であるといわな

ければならない。しかし民主主義がどの同におい

ても確保されなければならない某本的価値である

なら，政治的表現の自由は不可欠である。なぜな

ら先にも少し述べたように，民主制は主権者であ

る国民の意思にもとづいた政治を当然に意味する

ものであり，国民が政治的意思を形成するために

は，政治的意見を発表し，そして聞くことの自由

と，その流通の自由が確保されなければならない

からである。もっとも表現の自由が重要であると

はいっても，それは社会や他人に対し少なからざ

る影響を与えるものでもあるから，権利の行使に

対するなにがしかの制限が加えられるのはやむを

得ないことであり，問題はその制限の目的，方法，

程度である。

まずASEAN各国における制限日的は，おおむ

ね国家の安全と治安の維持ということが第 1に掲

げられる。現代の社会においては，表現の自由の

ような公権力による制限からの自由といえども，

善し悪しはともかく確立した国家体制なくしては

ASEAN諸国における自由権的基本権の保粋

確保し得ないのであり，そうした意味においてこ

の目的は形式的には正当である。しかし「すべて

の思想は煽動である」（注39)といわれ， 「われわれ

の政治システムの下での言論の自由の機能は，論

争を引き起こすことである」 (i'l:40)といわれるよう

に，表現の自由は，社会に影響を生じさせること

ができてこそ，その機能を発揮したといえるので

あり，特に政治を批判することの自由は多かれ少

なかれ社会や現実の政治体制に対するなんらかの

危険を発生させる可能性を常に持つため，政治に

対する健全な批判までが国家の安全を脅かすもの

として抑圧される可能性があるのである。そして

その傾向がASEAN諸国において少なくないこと

はすでに明らかであろう（注41)。

次に規制の方法についてみると，フィリピンを

除く各国憲法は表現の自由の保障について法律の

留保を定めている。これはヨーロッパ人権条約や

国際人権規約にも置かれているように，それ自身

が不当なものであるわけではない。それどころか

本来この概念は，行政権は法律の規定にもとづか

なければ行使されてはならず，国民の自由を制限

するには法律によってその制限を定めなければな

らないということを意味するものであり，民意を

代表する議会の意思の下に行政権を置くことによ

り恣意的な行政権の行使から自由を守ろうとする

ものであった。それゆえ，民主的に組織され有効

に機能する議会の存在が確保されなければ，この

原則は一転して法律によりさえすれば権利をどの

ょうに制限することも可能であるという意味が表

にでてくるのである。そうしたことは日本におけ

る大日本帝国憲法下と現行憲法下の自由の限界に

ついての憲法解釈のあり方の違いと比較してみれ

ばより明確になろう。

それではASEAN各国における議会は代表機関

23 
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として有効に機能しているであろうか。筆者には

民主的厳会の存在自体が疑わしく感じられる。た

とえば昨年のシンガボールやフィリヒ゜ンの総選挙

の状況はそのことを十分に示しているといえるの

ではなかろうか（注42)。

第 3に規制の程度についてみると，どの国にお

いてもそれは過度に厳しいものとなっているよう

に思える。たとえば，単なる思想の唱導でさえも

禁圧される状況は過剰規制以外のなにものでもな

かろう。これは将来危険を生じさせる可能性のあ

る表現は規制の対象とされてもよいという，悪し

き傾向のテスト（それは表現の自由を事実上否定する

ものとして日本や欧米において否定されている）によ

るものといわざるを得ない（注43)。出版等について

の免許制や検閲についても同様である。

表現の自由の重要性に鑑みれば，その制限は必

要最小限のものであるべきであるが，その要求は

満たされていないというべきである。

（注 1) H本語訳は高木八尺他組『人権宣言集』岩

波書店 1957年による。

（注 2) この承認が個々の具休的な人権の承認とは

異なることに注意しなければならず，人権の内容に対

する理解の不一致こそが最重要問題であることは論を

待たない。

（注 3) 各国の憲法典，憲法制度については，

Blaustein, A. P.他編， The Constitutions of the 

Countries of the World, ニューヨーク， Oceana 

Publications; 浦野起央・西修紺『憲法資料 アジア

I』（資料体系 アジア・アフリカ国際関係政治社会

史 6)パピJレス出版 1983年；山田利男•安田信之

編『アジア諸国の法制度』 （経済協力調査資料 97) 

アジア経済研究所 1982年； L・W・ビーア艇 佐藤

功監訳『アジアの憲法制度』学陽書房 1981年，等に

よる。

（注 4) インドネシア憲法は附則まで合わせても全

文43カ条しかなく， しかもその多くは統治組織に関す

る規定であり，人権関係の規定は 6カ条のみである。

またその内容も身体的自由を規定していないことをは

24 

じめとして貧弱である。

（注 5) 経済的自由に関して，シンガボール憲法は

財産権保障規定を，マレーシアからの分離独立の際

に，あえて規定しなかったことを注意しておく必要が

あろう。その理由についてはビーア編 前掲害 246ペ

ージ参照。

（注 6) 本稿では触れないこととした社会権的基本

権についてここで少し述べておきたい。 5カ国に共通

することとして，人権としての社会権を規定する条項

がぽとんど存在しないということが指摘されねばなら

ない。もっとも権利規定が存在しないことが，それが

確保されていないことを当然に意味するものでないこ

とはいうまでもない。また権利規定は存在せずとも，

フィリヒ゜ン憲法やタイ憲法にみられるように憲法上の

国家の責務としてそれらが詳細に規定されることがあ

る。いずれにせよ後て述べるように「国家による自由」

としての社会権の重要性の認識と主張は開発途上国に

おいてより強いといえるのであり， ASEAN各国もそ

の例外ではない。

（注 7) シンガボール憲法の人権規定は，シンガボ

ールがマレーシア連邦から分離独立する際に，マレー

シア憲法の人権規定を 1カ条を除き原則としてそのま

まシンガポールにおいて有効としたため，マレーシア

憲法における人権規定とほぼ同じになっている。ここ

に引川した部分については，第 4項がシンガポール憲

法にはないことと連邦国家であるかどうかに伴う違い

が存するのみである。

（注 8) 各条項ごとに定められた制限のほかにも一

般的制限条項を置く憲法がある。すなわちタイ憲法第

45条は「何人も，国家，宗教，国王及び本憲法に反抗

して， この憲法にもとづく権利及び自由を行使するこ

とはできない」と定め基本的人権といえども現憲法体

制の枠内のものであることを明らかにしている。また

少し性格は異なるがフィリピン憲法第 5条第 2節は

「個人の権利ぱ，責任をもってそれを行使し，かつ他

人の権利を適正に尊重する相関的義務を伴う」と規定

し，基本的人権に内在する限界ともいうぺきものの存

在を明示している。

（注 9) Gastil, R. D., Freedom in the World: 

Political Rights and Civil Liberties, 各年度阪，

ウェストボート（コネチカット）， GreenwoodPress, 

ただし， この分析には合衆国の立場からのものという

バイアスが多少かかっているように惑ぜられる。
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（注10) TBSの原沢弘は「石論の l,l由を『怖力に

対する批判の自由』という風に買き換えてみると，今

の東南アジアには，言論の自由がまったくないことが

よく分かる」という。原沢弘「シンガふールー一厳1各

な統制管理」(『rジア』第13巻第 6り 1978年7JI) 

81ページ。

（注11) 各同別の考寮の深伐には，睾者の能）J的限

界とわが国における桁報址0)附心のかめ，大ぎな迅い

があることを了承屈いたい。今回）［Iいた一般的資料は

以下のものである。 U. S. Department of State, 

Country Reports on Human Rights Practices, ヮ

シントン D.C., U. S. Government Printing Office, 

1981年； Surveyof l1Ialaysian Law, 各年次版， ク

アブルンプル， MalayanLaw Journal; アムネステ

ィ・イソターナショナル『アムネスティ年次報告古』

各年次阪 大陸書房；アムネスティ・インターナシ

ョナル日本支部『世界の死刑．拷閻情報 Part 1』

大陸書房 1983年； 『アジア』第13巻第 6号 1978年

7月。なお，アジア経済研究所『アジア動向年報』

(1982年版からは『アジア・中東動向年報』） 各年版

も参考になる。

（注12) 本条項のみならず，権利芹典部分全体が，

アメリカ憲法をモデルとして制定されたものである。

その経緯については， ビーア編 前掲因 184~190, 

205~217ページ参照。

（注13) たとえば， RedishM. H., "The Value of 

Free Speech," University of Pennsylvania Law 

Review,第130巻， 1982年， 591ページ参照。

（注14) たとえば， DuVal,B. S. Jr., "Free Com-

munication of Ideas and the Quest for Truth: 

Toward a Teleological Approach to First Amend-

ment Adjudication," George Washington Law 

Review,第41巻， 1972年， 161ページ容照。

（注15) Antonio, F. Q., "The Freedom of the 

Press in a Nation in Transition: The Philippine 

Experience," Philippine Law Journal,第53巻， 19

78年， 15ページ。

（注16) Ferrer, S. K. R.他， “TheSupreme Court 

Record on Human Rights under Martial Law," 

Philippine Law Journal,第55巻， 1980年，切8ペー

ジ； Garcia,E. E.他， “ACritical Study of Press 

Freedom under Martial Law: The Philippine 

Setting," Philippine Law Journal, 第52巻， 1977

ASEAN諸国における自由権的甚本権の保障

年， 606ページ。

なお， 明白かつ現在の危険のテスト (Clear and 

Present Danger Test)とは，表現制限問題が生じた

とぎ，その｝リ現を制限できるかどうかは，その表現に

よって社会に害悪が発生することが明白であり，かつ

その発生が切迫したものであるかどうかにかかってい

るとするものであり，害悪発生の明白かつ現在の危険

がないにもかかわらず表現制限を行なうことは憲法迫

反であるとする。こうした厳格な要件を取り去ってし

まい，表現による害悪発生の可能性さえあれば制限可

能であるとするのは，後に触れる悪しぎ傾向のテスト

(Bad Tendency Test)である。 また利益衡量テスト

(Balancing of Interests Test)と1ょ，ある表現によっ

て得られる利益よりもそれを制限することによって得

られる利益のほうが大であるときのみ，合憲的に表現

を制限することがでぎるとするものである。

（注17) アムネスティ・インターナショナル『アム

ネスティ年次報告書 1983年版』 72ページ； Human

Rights Bulletin, Lawasia,第 1巻第 1号， 1982年 6

月， 14ページ；固第 2巻第 2号， 1984年 1月． 26ペー

ジ；同第 3巻第 2号， 1985年 1月， 34~35ページ。

（注18) U. S. Department of State,前掲習， 685

ページ；横堀洋一「アジアにおける政治環境と報道の

自由」（『アジア』第13在第 6号 1釘8年 7月） 44~45

ページ。

（注19) Antonio,前掲論文； Garcia他，前掲論文

参照。

（注20) Antonio,同．．I:論文； Ferrer他，前掲論文；

Garcia他，同上論文参照。

（注21) U. S. Department of State,前掲書， 685

~686ベージ；横堀 前掲論文 45~46ページ； 小松

原久夫「改めて問われる『報道の自由』の意味」（『ア

ジア』第13巻第 6号 1978年 7月） 68,70~71ページ

参照。

（注22) Human Rights Bulletin,第 3巻第 2号，

30ページ。

（注23) Suffian, T. M.編， TheConstitution of 

Malaysia, クアラルンプル， Oxford University 

Press, 1978年， 33ページ；ビーア編前掲書 171ペ

ージ。ただし，厳密に表現するならば，憲法第10条第

2項から第 4項に該当しない法律による制限は違憲と

いうことになる。しかし，同項の規定は包括的・抽象

的であることと議会に与えられている裁蛍権が大きい

25 
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ため，裁判所に):る迅憲審代は叩だ上困難であると息

われる。 Shridan,L. A., The Constitution of Ma-

laysia, シソガボール， MalayanLaw Journal, 1979 

年 :11~41, 68~73ページ参照。

(ll:24) こり）条損は， 1969｛卜の人釉保動がその伯前

に行なオ）れた総選粘り際にブミブトラ政策によるマレ

人の特権につし，て公然と議論がなされ中国人とマレ

人の対立を刺激したことによ，，てり1ぎ起こされたと

の認識にもと 9)いて， 1971,い卜の憑法改止により追加さ

れたも (I)てある。なわ，U.S. Department of State, 

前掲倍， 660~661ページ参照。

(it25) アムネスティ・ fンターナ・ンコナル U本支

部『 lti: 界の死 J!j)•· …』 170~172ページ；枇堀 前掲論

文 38~39ページ参照。

（注26) Survey <'fMalaysian Law, 1979年版，

318~319ページ参照。

（注27) なお，治安事件等について枢密院への上訴

を禁止する法律が1979年に制定されたことも指摘して

おかなければならなし、。この点については同上苫 309

~313ページ；アムネスティ・インターナショナル『ア

ムネステ 1年次報告書 1982年版』 93ページ参照。

（注28) Far Eastern Economic Revie⑭ ,1985年

2月28|」号 24~25ページ。なお，伺誌 1984年 4月

5 R号 31~32ページ参照。

（注29) U. S. Department of State,前掲杏， 691,

693, 696~697ページ； アムネスティ・イソターナシ

ョナル日本支部『世界の死刑・・・・・・』 64~70,73, 75ペ

ージ；同『アムネスティ年次報告菖 1982年版』 48~

49ベージ；同報告占 1983年版 44~46ページ；同報

告書 1984年版 50~51ページ； 原沢 前掲 論文

参照。

（注30) ビーア紺 前掘書 136ページ参照。

（注31) 宮崎行男「インドネシア：未発達なt肖報伝

達機構」（『アジア』第13巻第 6号 1978年 7月） 79ペ

ージ；横堀 前掲論文 43ページ。なお， 1977年の総

選挙の際には，政党が政府政策や他政党のあり方を批

判する自由までもが制限された。 U. S. Department 

of State,前掲書， 612ページ。

（注32) アムネスティ・インターナショナル『アム

ネスティ年次報告素 1982年版』 36,38ページ。

（注33) アムネスティ・インターナショナル H本支

部『世界の死刑・・・・・・』 23ページ；横堀 帥掲論文 44 

ページ。
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（注34) U. S. Department of State,前掲胄， 608

ページ；横堀 I司上論文 43ページ。昨年は， UPlや

AFPなどの駐在員がヒ団の延長を拒否された。

（江35) U. S. Department of State,同上ふ 710,

712ページ；アムネスティ・インターナショナル『アム

-i'• 7，-j-1年次報告肉 1983年版』 5(）へ～・ジ；同1984年

版 57~58ページ； 『朝日新聞』 1984年12月2:i:1。

もっとも，タイのマスコミは多くのア／アのI:KI,））な

かでは比較的自由であるとし、う見解も仔する。その点

を含めて， タイ(/)マスコミ事梢については， Far 

Easteni Economic Review, 1984年7月19H号， 34

~40ページ参照。

Ci.1:36) U. S. Department of State,同上甚， 710

ペ•-、c-'; Gastil,前掲寓， 1981年版， 405ページ。

（注37) U. S. Department of State, 同上得， 710

ページ。

（注38) 現行憲法は， 1978年12月に公布・施行され

たものであるが，第 2次大戦後12番目の憲法である。

（注39) Gitlow v. New York, 268 U. S. 652, 

6n (1925)。（Holmes,J., dissenting)。

（注40) Terminiello v. Chicago, 337 U. S. 1, 4 

(1949)。

（注41) Garcia他，前掲論文， 609ページ； U.S.

Department of State, 前掲記 Sirnbulan,D. C., 

"The Struggle for Human Rights in Asia," Asian 

Newsletter on Hurnan Rights Documents,第 6号，

1983年 9月， 11ページ参照。

（注42) 政府政策批判が厳しく規制された下で行な

われた選挙において，得票率が62.9~ばであった政党の

誠席獲得率が97.5!..';となるようなシンガポールの選挙

結果は，およそ民意を反映したものとはいえないであ

ろう。

（注43) Ferrer他，前掲論文， 278~279ページ；

Garcia他，前掲論文， 606~6(Ylぺージ参照。

II ASEAN諸国における人権保障

についての考え方

前節までにみてきたようにASEAN各国におけ

る表現の自由権保障は，われわれの眼からみると

はなはだ不十分である。しかし，人権保障の必要

性について普逼性が認められるとしても，上述の
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評価は欧米型近代市民社会の価値観にもとづいた

ものである。それではASEAN各国はこうした評

価にどのように対応しているのであろうか。

現在の人権状況を説明するにあたダ）て， ASEA

N各国を含めた開発途上国が共通して、最も強く

主張するのは，以下のような考え方である。

すなわち，開発途上国は先進国とは異なり，社

会の経済基盤が脆弱であるばかりでなく政府の存

立基盤さえもが確立しているとはいい難い状況に

あるのであり，そのことが足枷となって社会のあ

らゆる部面での発展が阻害されているのである。

人間らしい生活水準の確保や某本的人権の保障が

不十分なのもそうしたことが原因となっている。

それゆえ，政府はまず国の経済力の充実と政府自

身の安定に努めるべきであり，十分な経済力の獲

得によって多くの貧しい国民の生存を保障し，社

会の発展と安定をはかるべきである。人間らしい

生存の確保さえできていない状況にあっては，そ

うした者にとって基本的自由の保障は絵に描いた

餅でしかない。そこである程度の生活水準が確保

されるまでは，その目的達成の障害となる人権を

制限することはやむを得ないのである（注1)。

ASEAN各国もこうした主張の下に，いわゆる

権威主義的体制の確立と開発政治への道を歩むの

である（注2)。

確かにこの主張にはもっともなところがある。

自由権的基本権を最初に獲得したのは，豊かな欧

米市民であった。それに対し他の地域の国ぐには

民族の自決権を掲げて欧米による植民地支配から

脱却し，まず国づくりから始めなければならなか

ったのである。国力の充実のためには一時的に政

治的自由を制限することも必要であったであろ

う。しかしこれらの国が立憲民主制を標榜する限

ASEAN諸国における自由権的基本権の保障

りは政治活動の自由は不可欠なのではなかろう

か。政治的表現の自由が政府政策批判として現わ

れるとき，それは不安定な政府にとって大きな脅

威であると映るかもしれない。しかし民主制の下

においては政権の交替の可能性は常に保障されな

ければならないのである。主権者の意思にかかわ

りなく政権を維持しようとすることと政府の安定

とは別の問題である。また反民主主義者の脅威を

除くことを目標として，彼らが用いている方法を

民主主義者が用いるとき，その民主主義者である

と自称する者はいったいいかなる者であるのか

Cit3）。しかも自由保障要求に対するモラトリアム

は独立後現在に至るまで一貫して続けられてきて

いるにもかかわらず，国全体の平均的生活水準は

あまり上昇せずそれどころか開発政治によって経

済の二重構造と貧富差がより拡大・固定化されて

しまったといわれているのである（注4)。1964年の

国連セミナーで合意されたように，表現の自由の

保障に関して先進国と開発途上国の間で差異があ

ってはならないのであり，過去において多少のモ

ラトリアムが許される余地があったとしてももは

や政府の安定を目的とする制限は許されないとい

うべきではなかろうか（注5)。国際人権規約のA規

約が，そこに定める権利の実現について漸進的で

よいとする（第2条第 1項）のに対して B規約はそ

ういう規定を置いていないことも，政治的自由は

ただちに保障されなければならないことを示して

いるといえるのではなかろうか（注6)。

次にこうした状況が長期にわたって続いてきた

理由について少し考えてみたい（注7)。考えられる

理由の第 1は，個人主義思想と人権思想が稀薄で

あることである。両思想は普遍的でなければなら

ないことが承認されているとはいえ，ともにその

起源は欧米近代市民社会にあるのであり，アジア
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の多くの国の人びとにとってはおおむね上から与

えられたものであり，自らの意思で勝取ったもの

ではないため，十分に根づいていないのである。

これらの思想が定着するためには人権教育が不可

欠である（注8)。ところがこうした教育を行なうた

めには，国民の貧困からの解放という経済的裏づ

けが必要なのである。ここに一国限りでは解決困

難なディレンマが存在する。

第 2は，各国政府が人権問題に対し1肖極的また

は場合によっては否定的態度をとってきているこ

とである。それは政治的自由を尊重すればするほ

ど，みずからの権威主義的体制を危うくすると考

えられるからである。

第 3に，仮に政府が積極的に人権問題の解決に

乗り出そうとしても，国家からの自由としての狭

い意味での自由はともかく，なにがしかの国家の

介入を必要とする自由の実効化のためには人材が

あまりに少ないことが挙げられよう。

この他にもいくつかの理由が考えられようが，

これらに共通するのは，いずれもその問題を一国

かぎりのものに留めておいたのでは，これまでの

経過からも推測できるように，解決までにあまり

にも長い時間がかかってしまうであろうというこ

とである。この時間の短縮のためには国際的協同

が少なからず効果を発揮すると思われる。特に人

権の抑圧主体が政府自体であるとき，政府の自己

抑制による問題解決を期待することは困難であ

り，国際的な人権保障システムに期待しなければ

ならない（注9)。

（注 1) こうした主張については以下のものを参照

せよ。 UnitedNations, Seminar an Human Rights 

in Developing Countries, ST/TAO/HR/21, 1964年；

United Nations, Seminar an National, J,acal and 

Regional Arrangements far the Promotion and 

Protection of Human Rights in the Asian Region, 
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ST/HR/SER. A/12, 1982年； Chamarik,S.,‘、Some

Thoughts on Human Rights Protection and Pro-

motion," Chulalongkorn Law Review,第 1務， 19

82年， 20ページ； Simbulan,前掲論文；山根裕子「ア

ジアと人権」 （ユネスコ編『人権と国際社会』 下巻

佼成出版社 1984年）； 山根裕子「人権の地域的保設

1 アジア」 （麻野雄一他編『国際人権法入l"l』て省

堂 1983年）； 鈴木佑司『東南了ジアに凸： ｝ろ位機（ア）

構浩』勁草書房 1982年。

（注2) Bacungan, F. M.他編， FerdinandE. 

Marcos on IIuman Rights, ケソ ‘/,U.P. Law 

Center, 1977年参照。

（注 3) ヶ｝レゼソ「民主制の擁護」 （鵜飼信成他編

『ハ｀ノス・ケルゼン』東京大学出版会 1974年）； 宮

沢俊義「たたかう民主制」 （宮沢俊義『法律学におけ

る学説』打斐閣 1968年）参照。

（注 4) 鈴木前掲書 23~24,30~35ページ参照。

開発政治がもたらした農村における村落共同体の崩壊

と都市スラムヘの人口集中をみただけでも，多くの国

民の生存状況は改善されるどころか悪化していること

が明らかとなろう。

（注 5) U.N.，前掲 ST/TAO/HR/21,22~23ペー

ジ参照。

（注 6) もっともASEANにおいてはフィリピンが

A規約を批准しているのみである。

（注 7) 「長期」というとらえ方には異議があるか

も知れない。すなわち欧米の 200年以上の人権の歴史

と比較すると戦後40年の歴史はわずかなものである。

韓泰淵「韓国憲法の30年」 （鈴木敬夫編『現代韓国の

憲法理論』成文堂 1984年）切0ページ；アリフィソ・

ベイ「イソドネシアにおけるマスコミのジレンマ」

（『アジア』第13巻第 6号 1978年7月） 59~60ベージ

参照。

（注 8) U. N.，前掲 ST/HR/SER.A/12, Ch. III 

参照。

（注 9) United Nations, Seminar on the Ex-

perience of Different Countries in the lmplemen• 

tation of International Standards on Human 

Rights, ST/HR/SER. A/15, 1984年。

III 基本的人権の国際的保障

基本的人種の保障という問題は本来国内問題で
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あり，国際問題ではなかった。しかし国際関係の

緊密化は，人権問題を国内問題に留めておくこと

を許さない（注 1)。人権侵害は，一国内において国民

の監視によってのみ矯正されるべき問題から，国

際社会において多くの国とそこに所属する多くの

国民の監視によって矯正されるべき問題へと変化

したのである。そのことによって人権保障はより

確実なものになっていくといえよう。確かにいま

だ国際人権規約を批准した国は国連加盟国の約半

分にすぎない。しかし国連憲章や世界人権宜言の

内容とあいまって，これらに規定された内容は，

すべての国において受け入れられるべきものとな

っていることはすでに述べた。 1982年の国連セミ

ナーにおいても，できるかぎり速やかに国際人権

規約を批准すべきことが合意されたこともそのこ

とを示しているといえよう（注2)。

政治的自由等を規定する B規約は第 4条におい

て「国民の生存を脅かす公の緊急事態の場合にお

いてその緊急事態の存在が公式に宜言されている

ときは，この規約の締約国は，事態の緊急性が真

に必要とする限度において，この規約にもとづく

義務に違反する措置をとることができる」とした

うえでさらに多くの条項において具体的権利に対

する制限を許しており（注3)，さらに人権侵害につ

いて強制管轄権を当然に有する審杏機関や救済機

関が存在しないという不十分さはあるが，批准は

当事国の人権状況になにがしかの好ましい影態を

与えずにはおかないであろう。

もちろん，こうした世界的レベルでの人権保障

システムもそれなりの効果はあるのであるが，ょ

り一層の効果が期待できるのは地域的レベルでの

それである。なぜなら後者の方が文化的・社会的

・政治的・経済的背景を共有する可能性が大きい

ため，その違いを乗り越えるための妥協の必要性

ASEAN諸国における r1由権的甚本権の保悴

が小さくまた共通の価値基盤にもとづく相互監視

がより lり能となるからである。国際人権規約の H

指すところは高いにもかかわらず，その実効性に

ははなはだ疑わしいところがあるのに対し， ヨー

ロッパ人権条約が相当の成功を納めていることも

それを示すものといえるのではなかろうか（注4)。

それでは本稿の主題とするASEAN地域におい

て，こうした人権の国際的保障システムが採用さ

れる可能性はあるであろうか。結論から先に述べ

ると，現状ではその可能性は低いといわざるを得

ないように思われる。なぜなら，各国政府はAS

EANを域内協力組織としてよりは対域外交渉の

ための組織として考える傾向が強いうえに国内

経済開発を最大の関心事としており人権問題には

消極的であり，人びとの人権意識もあまり高くな

く，さらに各国の経済・社会・文化的基盤の共通

性も薄いからである。

しかし将来の実現の可能性について悲観する必

要はない。ヨーロッパ人権条約がヨーロ、、！パ理事

会を，米朴1人権条約が米朴l機構を，人権と人民の

権利に関するアフリカ憲章がアフリカ統一機構

を，それぞれ母体として誕生したように ASEAN

という一つの組織を母体とする人権保障システム

が考えられるからである。確かに現状において

は， ASEANは城内・外における経済協力とそれ

に付随する政治協力に主眼を置いており人権問題

に目が向いていないとしても，非政府レベルでの

人権擁護運動がASEAN地域を中心とするアジア

太平洋地域においてかなり活発に行なわれるよう

になってきているからである。すなわちアジア・西

太平洋地域の法律家の私的団体である “Lawasia"

による人権委員会の設置をはじめとする各種の活

動ゃ（注5)，アジア地域人権審議会による「アジア

諸民及びアジア諸政府の基本的責務に関する宜
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言」 0l.6)の発表等の形で人権保障の重要性が説か

れ，各国民に対する人権意識の啓発が行なわれて

いるのである。こうした非政府糾織による活動に

対しては「西欧で教育された法律家たちによって

主としてつくられた企画で」あり， 「西欧モデル

の採用」であるという批判C/l:7)もあり得ようが，

人権確保にとって障寅となるアジア的文化を変化

させていくことによる人権意識の翡揚の謡義は祁

いというべきではなかろうかば8)。政府レベルで

の認識が低水準にあり，社会開発のための上から

の人権教育しか行なわれてこなかったからこそ，

非政府組織による下からの人権教育が ある

といえる (1)ではなかろうか。その充実を通じて政

府レベルの施策の拡充をはかることができるので

はなかろうか（注 9)。

（注 1) 閥野雄＾「人権心国際的保設と匡際人柿

法」（閻野他編 前掲苫） 8~10ページ。

(rl:2) U.N.，前掲ST/HR/SER.A/12, 9ヘージ t9

（注 3) たとえIt人現 vi)自山について B規約第19条

は次(/)ようにしヽ う。

「（表現O'）［I Iii) (/）怜昧ljの行使には，特別の義務及び

貸任をff・:,。したがって， この権利り伯使につし、ては

一定の制限を課ずることがてぎる。たたし，そり）制似

は，訟律によって定められ，か＼次り） II的刀ために

必凝とされるものに限る。

(a) 他の者の権利又は信用の杵li

(b) 国の安仝，公の秩序又は公衆の健康店しくは道

徳の保護」

確かにこ U)規定の意味するところは， 各国憲法につ

いての現在の解釈と変わらない。しかし，例外規定の

濫用の可能性はより低いものというべきであろう。そ

れは例外が認めら ilるための要件がより厳格になって

しヽ るからである。

(II: 4) も~）とも米州人権条約がそ J),-k＇ ,'f:/J 性い点て

あまり滸価でぎないことからも明らかな tうに，そ 0)

成功の如何は，その地域の政府と人民の人権を守ろう

とする意識の強さに大ぎく左右されるといえ上う。な

ぉ，両条約について，コネスコ編前掲界第16布第17

章；高野他縦 前掲円第IV部；野村敬造『基本的人

30 

籠の地域的・集[Jl的保粋』打信堂 1975{「参照。

（注 5) Asian Newsletter on Human Rights 

Documents,第6号， 1983年9月， 3~5ベージ；山

根「アジアと人権」 969~970ペーン参照。

(il:6) 久保敦彦「アジア諸民及び諸政府の基本的

貞務に関する宜言」（『神奈川大学法学研究年報』第 6

号 1985年）参照。

(rt 7) 山根「アジアと人権」 971ペーシ。

（江 8) In]」論文 972ページ。

(/t9) U. N.，前掲 ST/HR/SER.A/12, ST/HR/ 

SER. A/15参J[（｛。

むすびにかえて

ASEAN地域における政治的自由の保障は，他

の開発途上国同様，きわめて不十分であるといわ

なければならない。しかしASEAN各国政府が，主

権者である国民の選択の結果として，西側の一旦

としての目由民主主義国家であることを標榜する

のなら，政治的自由をできるかぎり保障する努力

をするべきである。「〔民主主義は〕ひとたび国家

の存立が問題となるような非常時においては，そ

れは，寧ろ，最弱の政治体制を意味している」（注 1)

といわれるように民主制は外からの攻撃に対し最

も脆弱な政体である。かりにASEAN各国政府が

確固たる存在基盤をいまだ確保できないでいると

しても，民主制を守るために民主主義が不可欠と

する制度を否定するということは自己矛盾以外の

なにものでもないのではなかろうか。民主主義が

要求する自由としての人権は，それが普遍的なも.. 
のであるかぎり，たとえ社会開発や政権安定のた

めといえども原則として制限してはならないとい

うべきである。それは価値観の違いということに

ついても同様である。

またこれまで各国が人権制限の理由としてきた

事実が実在するかどうか，自由権制限によって達
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成すべき目標としての福祉国家の実現がどの程度

達成されたのかについて深く検討が加えられるべ

きであろう。政権の不安定や経済開発の必要とい

うことが人権を犠牲にしてまでも されなけれ

ばならない状況が続いているのであろうか。政治

的表現の自由が最も制限されているといわれるシ

ンガポールは，もはや開発途上国の水準を越えた

といわれているのではないか（注2)。

最後に，本稿では消極的権利としての表現の自

由について論じてきたが，積極的権利としての表

現の自由が開発途上国においてどういう役割を担

うべきかについて考える必要があることを指摘し

ておきたい。すなわち国民の人権教育のための手

ASEAN諸国における自山権的基本権の保齢

段としての私有財ではない公共財としての情報メ

ディアの有用性についてである直3)。

(il: 1) 韓前掲論文 266へ"-ジ。

(11. 2) 国民 1人当りのGNPUll本0)約 2分(})1 

である。しかしインドネシアのそれ1iシンガホールの

約10分の 1である。こうした点も同一水準の要求を困

難とする一囚となろう。

（注 3) このように述べるとユネスコの提引にかか

る新国際情報秩序の考え方を中心とする一連の主張と

の混乱を生じさせるかもしれないが，それらの出張は

統治且的に沿った報道を要求するものであるのに対

し， ここでいうのは人権保障の実現のためのメディア

の利用を政府が援助すべきであるということを主張す

るも (1)であり，目的が異なることにil：意すべぎである。

（東海大学法学研究li/i専任講師）
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